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やや旧聞に属するが、NHKで夏に放送された

「世界里山紀行」に魅了された。国内の里山の四

季と人々の生活を描くシリーズの一環で、舞台を

海外へ移した３回シリーズだった。

北欧フィンランド。国土の７割が森に覆われた

「森と湖の国」。非常に心引かれたのは「各々自分

で決めた木を持っており、何かあるごとにその木

と語らう」こと。「森には精霊が住んでいる」と人

々は信じ、亡くなると木肌を削って名前や生没年

を刻む風習が残る。刻印を覆って木肌が伸び、森

と暮らした人の思いを優しく包み込んで行く。

ポーランドでは、北東部のビエブジャ�ナレフ
湿地帯が舞台に。冬が終わると雪解け水が湿原に

流れ込み、湿原は緑織りなす草原へ。周囲の酪農

家の生活を、湿原の花々や樹木が美しく装ってい

く。コウノトリをはじめ星の数ほどの鳥たちが湿

地へ子育てに訪れる。人々も「水辺に響き合うい

のち」の一部だ。

第３回。３００種近いという「竹の宝庫」�中国の
雲南省へ。竹の恵みに抱かれて食器や漁具、家に

橋も竹で作る人々の営みと文化に、胸震わせた。

「自分たちは竹から生まれた。だから竹に生きる

虫は私たちの兄弟だ」と言う。人は竹で作られた

揺りかごで育ち、死して後も竹の中に遺骨の一部

をまつられる。そして新しい竹林が育っていく。

いささか長くなってしまった。私が観たものは、

里山を舞台にして生きる人々のひたむきな生活だ

った。日本において（さびれつつある里山もある

が）そこに暮らす方々の努力で美しい里山はまだ

まだ守られている。注目したいのは、里山に対比

する「里海」。里海とは「人間が生活して自然が守

られ、お互いが共存できる海や干潟」という意味

だ。東京近郊では、東京湾最奥の三番瀬などが代

表的だろう。汐の香り。緑の海草や桜色の貝殻。

波のさざめき。素早いカニ。潮だまりの小魚の影。

上空のシギ�チドリ。里海は生命に満ち、生活や

漁そして娯楽の場でもある。そのような里海の砂

浜を埋め立て、護岸で固めて「人々を海から遠ざ

けよう遠ざけようとする」ような風潮では、豊か

な里海も汚れて疲弊し、関心も遠のいていく。

海洋国家ニッポン国民の心も、問われている。

ナショナルトラスト運動発祥の地�イギリス。自
然のままの美しい海岸線が都市部以外では守られ

ているのが上空からも見え、大変感心する。同国

「ナショナルトラスト」協会が１９６５年から取り組

んだ海岸線保存計画“ネプチューン計画”。自然海

岸を守るために一般会員が寄付を出し合い、同国

の海岸約４８００kmのうち約１１００kmを取得したとい

う。時間は流れるのではない、人が時間を動かす

のだ。身近な海を守り、海への興味�関心を醸成
していく取り組みが、国民一人ひとりに一層求め

られている。

海を事業の舞台にする我々海運業界もまた、里

海の保護に無関心であってはならない。ひとたび

海難事故を起こせば、油濁汚染などで命あふれる

里海に多大なダメージを与えてしまう。当協会で

も「地球�海洋環境保全が最重要課題のひとつ」
との認識に立ち、２００１年に「環境憲章」を策定。

「地球�海洋環境に関わる国内外の法規の遵守と
自主的な環境方針の策定による一層の環境保全」

「環境問題への意識向上と環境保全への日常的取

り組みの強化」などの行動指針を制定。会員各社

も技術開発や環境教育など、具体的な行動に着手

されている。

半面で、港湾や海運があらゆる産業活動と市民

生活を支える社会基盤であることも重要な事実だ。

港湾などの開発に際しては環境保全へ十分に配慮

し、自然環境保全と開発の共存点を見出す努力が

大切だ。利用時には謙虚な気持ちと、里海や海洋

保護の心を忘れてはなるまい。

里山から里海へ。深い想いにかられた２００７年で

あった。

「里山から、里海へ」
日 本 船 主 協 会 副 会 長
株式会社商船三井 代表取締役社長 芦田昭充

巻 頭 言
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２００７年も原油などの一部の貨物を除いて旺盛な

荷動きと大型船の発注ラッシュに沸いた年であっ

た。コンテナの荷動きでは、アジア�北米航路（東
航）は JoC�PIERSの統計データが不手際で発表数
値が混乱するといったおまけまでついたが、２００７

年は６％以上の荷動き増となったと見込んでいる。

２００６年の伸び率が約１１％であったことから２００７年の

伸び率は鈍化したと言えるが、住宅関連貨物の伸

びは２００６年から緩慢となっており、２００７年の荷動き

に対するサブプライム問題の影響は軽微だったと

判断できる。住宅関連貨物はアジア出し貨物の２

割強を占めるが、米国は消費の６０％を４０％の富裕

層が支えていると言われ、この富裕層がサブプラ

イム問題の直撃を免れたことと年間２５０万人増加す

るという米国の人口増加による旺盛な生活物資需

要が、２００７年の米国向けコンテナ荷動きを支えた

と考える。

もう１つの基幹航路であるアジア�欧州航路（西
航）では、EU�１５諸国の安定した経済成長と旧ソ連

邦、東欧、トルコといった地域での旺盛な貨物需

要との相乗効果により、２００７年の西航サービスの

伸び率は２０％に達するとみている。輸出国をみる

と、この航路においても中国の存在感が圧倒的に

大きく、西航貨物の６０％以上を占めている。世界

的な最適地生産の波が欧州全土にも及んだという

ことになろうが、この旺盛な貨物需要は当面持続

すると見込んでいる。

２００７年は旺盛な貨物需要予測をもとに、大型コン

テナ船が大量に発注された年でもあった。１０，０００

TEU超の大型コンテナ船の発注は２００７年だけで１００
隻以上発注されたが、これらの新造船が登場する

のは２０１０年以降であり、それまでは北米航路投入

船の欧州航路への転配などで凌ぐことになろうが、

北米航路においても夏場のピークシーズンには船

腹が不足することが危惧される。燃料油節減のた

めにスピードを落とし、投入船を増やすことによ

ってスケジュールを維持しようという船会社もあ

り、２００８年も南北航路も含め各航路において高い

２００７年の海運界を振り返って

株式会社商船三井 営業調査室室長代理 臼井潔人

図表１ アジア�米国四半期別荷動き推移（２００７年９月速報値）

（データ）JoC�PIERS をもとに商船三井作成

特 別 欄  
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消席率が続きそうである。

次に、資源・エネルギー輸送である。タンカー

は国際原油価格の指標であるニューヨーク先物市

場のWTIが年初の１バレル＝５０ドル台から１１月末
現在で１バレル＝１００ドル目前まで急騰するなど原

油価格の高騰が原油トレードにも影を落とし、日

本、米国、欧州など主要消費国・地域の原油輸入

量が伸び悩み、タンカースポット市況は低調に推

移した。ただし、中国の輸入量は依然として前年

比１０％を超える伸びを見せており、１１月下旬から

ワールドスケールが上昇しているのが救いである。

タンカーには明るい話題は少なかったが、ドラ

イバルク部門においては海上運賃�傭船料ともに
記録的な高値を日々更新するという誰もが予想し

えなかった高値相場が出現した。その伏線は２００７

年４月以降の輸入鉄鉱石価格交渉が早期に決着し

たことにある。２００６年度の価格交渉は大幅値上げ

の提案により交渉は膠着状態となり、最大の輸入

国である中国が１９％の値上げを受け入れたのは５

月下旬で、それまで低迷していたドライバルクマ

ーケットは中国の値上げ受入れ表明を機に上昇に

転じたのであった。２００７年度価格交渉は中国の宝

山鋼鉄が前面に出て鉱山会社と交渉したが、２００６年

１２月下旬に９．５％の値上げであっさりと決着し関係

業界を驚かせた。この早期妥結により、中国向け

鉄鉱石は遅滞なく船積みされ、１６万トン以上の

CAPESIZE傭船料２００７年５月には、ブラジル�中国
・日本でUS＄１３６，０００（月間平均値）、太平洋水域で
US＄１０４，０００（同）まで上昇した。さすがに６月に

入ると息切れしたが、７月以降再度上昇に転じ、

１１月にはブラジル�中国・日本で２５万ドル、大西
洋水域で２０万ドル、太平洋水域で１８万ドルという

歴史的なレベルまで駆け上がったのである。今回

の傭船料の大幅上昇の背景としては、鉄鉱石の海

上荷動きが７９０百万トンと前年より９．６％増加し、

かつ、ブラジル�中国という遠距離輸送が活況を
呈したことがいちばん大きな要因として挙がられ

るが、石炭全体の海上荷動きも８億トンとボリュ

ームでは鉄鉱石を凌駕し、鋼材輸出では中国が日

本を抜いて世界一になるなど主要貨物の海上輸送

量の増加により大型船から小型船まで全ての船種

で傭船料が上昇したことが大きな特長である。

傭船料市況の高騰を受け、日本、韓国と中国の

造船所は新造船発注ラッシュが続いている。特に

中国は、政府が当初計画した数値を大幅に上回る

ペースで大型船建造ドックの新増設の計画が相次

ぎ、これら造船所への CAPESIZEなどの大型船の
発注が急増している。特に、２０１０年には１６万トン

以上の CAPESIZEの竣工予定数が２００隻を越すよう
な状況になっている。中国と韓国における急激な

建造能力の増加に対して、主機エンジンや鋼材な

どの資機材の供給が追いつかないのではないかと

いう懸念もあり、計画通り就航するかが２０１０年以

降の海運市況を左右する大きなファクターのひと

つとなっている。

（注）WTI＝米国テキサス州沿岸部で産出する原油で米国向

け原油価格の指標油種。

図表２ CAPESIZE 傭船料の推移（１６万トン以上）

（データ）BALTIC DRY INDEX をもとに商船三井作成
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����年 海運界１０大ニュース
�．トン数標準税制の創設が与党税制改正大綱に盛
り込まれる

平成２０年度与党税制改正大綱に外航海運業界念願

の「トン数標準税制の創設」が盛り込まれ、平成２０

年度から導入される見通しとなった。これにより海

外の海運主要国との税制上のイコールフッティング

の実現に向けて前進することとなり、わが国外航海

運の国際競争力が大きく改善することが期待される。

また、同大綱において平成２０年３月末をもって適

用期限を迎える「国際船舶に係る登録免許税の特例

措置」、「外航用コンテナに係る固定資産税の軽減措

置」等についてもほぼ要望どおりの内容で延長が認

められた。

�．水先制度改革�改正水先法が施行
改正水先法が２００７年４月１日に施行され、等級別

の免許制度の導入、水先人会の法人化および日本水

先人会連合会の設立、三大湾水先区の統合など水先

制度改革の諸施策が実施された。

水先料金はこれまでの省令料金から１年間の猶予

期間を経て上限認可制へと移行するとともに、特別

会費制度が廃止され、海事関係公益事業およびその

支援体制についても新たな枠組みが構築された。ま

た、水先人養成制度の創設に合わせ、海技振興セン

ターによる支援事業がスタートした。

�．IMOで環境・安全に関する条約改定作業が進展
近年、環境�安全への関心が高まるなか、IMO（国

際海事機関）においても環境保護�航行安全に関す
る検討が活発に行われている。

船舶からの大気汚染防止に関する海洋汚染防止条

約（MARPOL条約）附属書�に規定されるNOx
およびSOxなどの排出基準の改正作業が２００８年の最

終化に向けて進められたほか、現在、国�船級ごと
に異なる船体の構造基準について、国際的に合意さ

れた一定の要件を設定する目標指向型の新造船構造

基準に関する検討などが進められた。

国土交通省は IMOにおける規制強化の動きに対応

するため、国内で戦略的�技術的検討ができる体制
を整備しており、当協会としても、IMO対応の強化

のため欧州地区事務局に技術顧問を配置した。

一方、ポスト京都議定書の枠組みが２００９年の具体

化を目途に審議されているなか、IMOにおいても船

舶からの温室効果ガス削減に向けた議論が活発化し

ている。当協会は、この議論に資するため実船にお

けるデータの提供に積極的に協力した。また、当協

会が自主的に取り組んでいる環境自主行動計画にお

いて、外航海運からの２００８～２０１２年度における輸送

トン当たりのCO２排出量の削減目標を１９９０年度比１０

％から１５％に引き上げ、さらなる削減に努めること

とした。

�．マラッカ・シンガポール海峡において、世界で
初めて航行安全・環境保全に関する国際的な協力

の枠組みが設置

国際的に重要な海上輸送路であるマラッカ�シン
ガポール海峡の航行安全�環境保全に関して、IMO
も参画し、沿岸国�海峡利用国等の関係者による国
際協力体制の構築に向けた議論が行われてきた。

２００７年９月、シンガポールにおいて開催された国

際会議において、世界で初めて、国連海洋法条約の

規定に則り、国際海峡における沿岸国と多数の利用

国等による航行安全�環境保全に関する国際的な協
力の枠組みが設立された。さらに、同枠組みの下に

推進される具体的なプロジェクトが沿岸国より提案

され、多くの国から支援が表明された。

同海峡の航行安全�環境保全を促進する取り組み
において、当協会をはじめわが国のみが約４０年に亘

り支援を行ってきたが、今後、この枠組みに基づき

支援体制が具体化されていくこととなる。

�．旺盛な荷動きを背景に外航海運各社は増収増益
外航海運各社の２００８年３月期の業績は、燃料油価

格の高止まりなどの収益圧迫要因はあるものの、旺

盛な荷動きを背景に軒並み増収増益となる見通し。

このようななか、海運各社は急増する輸送需要に応
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えるため積極的に船隊増強を進めており、造船業は

じめ海事関連産業も活況を呈する状況となっている。

�．燃料油高騰の影響深刻化
原油価格の指標であるWTI は、４年で約３倍に高

騰し、２００７年１１月には＄９０ドル�バレル台後半と過
去最高を更新している。原油価格高騰に伴い、バン

カー価格、国内Ａ�Ｃ重油価格は継続的に高騰し、
とりわけ国内Ｃ重油においては、３年前のレベルと

比較し約９割の上昇となり、内航業界全体の燃料油

費用負担額は年間約７１０億円（２００５年度比）の増加と

なった。内航海運業界では、運航コストの過半を占

める燃料油の負担増により大多数を占める中小企業

事業者の企業体力を脆弱化させ、死活問題となるな

ど影響は深刻なものとなっている。

１１月には当協会、日本内航海運組合総連合会、日

本長距離フェリー協会の連名で陳情書を国土交通大

臣に手交し、これら事業者の窮状を訴えた。これを

受け同省は、日本経済団体連合会などに対し、運賃

等への転嫁など燃料費コスト負担へ理解を求めた。

�．国際船舶の船・機長配乗要件の撤廃および外航
日本人船員（海技者）確保・育成のための新たな

スキームの開始

２００７年６月、国際船舶における外国人承認船員の

就業範囲を船�機長まで拡大する通達が発出される
とともに、１回目の外国人船�機長の承認試験が実
施され、国際船舶の日本人船�機長配乗要件が撤廃
された。

一方、外航日本人船員（海技者）確保�育成スキ
ームについては、２００７年１０月、第１期生１０名（航海

士８名�機関士２名）の育成が開始された。

�．外国人船員問題への取り組みの強化
FOC船の外国人船員労働条件に関する２００８年�

２００９年 IBF＊協約改定交渉が数次の交渉を経て妥結し

た。近年の世界海上荷動量の増大に伴い世界的に船

員の需給関係が逼迫する中で、職員と部員の賃金の

分配や先進国出身部員の雇用を促進する基金（DER

基金）の創設等を巡り交渉が難航したが、TCC（２３

人乗組み標準船の総賃金）の８％引き上げと上級職

員への重点的配分、およびDER基金の２００８年より２

年間の導入等を主な内容として１１月に一連の交渉が

終了した。本交渉に際して、当協会は交渉に直接携

わった国際船員労務協会と密接な連携を保ちバック

アップに務めた。

さらに当協会は、国土交通省が主催したアジア地

域における船員の資質向上に関する専門家会合への

参画や、国際船員労務協会と共同して取り進めたフ

ィリピン人キャデットへの航海訓練所練習船での訓

練のトライアル実施等、外国人船員問題への取り組

みを深めた。

＊IBF : International Bargaining Forum（FOC船に

乗組む船員の労働条件の交渉を行う場）

�．船社間協定に対する独禁法適用除外制度問題に
つき、日欧で今後のあり方を模索

２００７年９月、欧州委員会は、定期船同盟に対する

EU競争法適用除外制度が廃止される２００８年１０月以降

に同競争法を海運に適用する際のガイドライン案を

発表。一定条件の下での船社間の情報交換を認める

とともに、不定期船プール協定は本質的には同競争

法に抵触しないものとした。正式なガイドラインは

２００８年１０月までに発表される。

国内では、交通政策審議会海事分科会国際海上輸

送部会においてわが国適用除外制度について審議さ

れ、現在のところ、船社間協定について利用者から

の大きな不満は見られず、今後のあり方は、関係者

の意見等を踏まえつつさらに専門的な検討を行うと

する答申が取りまとめられる予定（１２月２０日）。

なお、アジアでは、中国の競争法制定（８月）お

よびインドの競争当局執行権限付与（９月）など、

競争法制整備の動きがあった。

１０．海洋基本法が施行

海洋の諸問題に総合的、計画的に対処して、新た

な海洋立国を目指す海洋基本法が２００７年４月に超党

派の議員立法にて成立し、同年７月２０日より施行さ

れた。初代海洋政策担当大臣に冬柴鐵三国土交通大

臣が就任し、内閣に内閣総理大臣を本部長とする総

合海洋政策本部が設置された。

外航海運業に関連しては、「海洋産業の健全な発展」

が第５条で規定されているほか、基本的施策として

第２０条で「効率的かつ安定的な海上輸送の確保」、お

よび第２４条で「海洋産業の振興及び国際競争力の強

化」が規定されている。
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１

国際会議レポート

燃料油高騰などコスト増要因に重大な懸念、
タンカー市況上昇の可能性にも留意
―アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）
第２０回中間会合の模様―

２００７年１１月２１日、台北において、ASFシッピン

グ・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）の

第２０回会合が開催された。

同会合は、２００７年２月２８日の第１９回会合（於沖縄）

に続くもので、ASFメンバー船協から６カ国�地
域の代表１６名が参加、当協会からは芦田 SERC委

員長（当協会副会長、商船三井社長）をはじめ４

名が出席し、率直かつ活発な意見交換の後、了解

事項を採択して会合を終了した。（了解事項、出席

者リストは【資料１】、【資料２】の通り。）

会合では、太平洋およびアジア域内コンテナ航

路の需給見通し、ドライバルク�タンカーの市況
動向のほか、独禁法適用除外問題など海運を取り

巻く重要事項についても議論された。議論の主要

点は以下のとおりである。

� 世界経済

米国のサブプライムローンによる混乱を誘因

とする不確実性が、世界経済に徐々に広がって

いることに留意し、現実的な市場展望に基づか

ない過剰反応を慎み、世界経済の動向を注意深

く見守ることを認識した。

� ドライバルク�タンカー部門
�ドライバルク：市況は中国の鉄鉱石輸入の激増に
よる荷動き量の大幅増加、豪州などにおける長期

滞船による船腹需給の逼迫、市況関係者の強気な

投機などにより高水準にあることが報告された。

�タンカー：米国内原油生産能力の増加による同
国の原油輸入減少、原油高騰、シングルハルタ

ンカー（SHT）のフェーズアウト停滞などにより、

市況は弱含みで推移している一方で、米国の在

庫原油の減少、冬場の需要増、SHTの撤退促進

などに対し市況が反応する可能性があることに

留意した。

� 定期船部門

�太平洋トレード：米国の住宅市場の低迷によっ
て住宅関連製品の荷動きは低迷したものの、日

海運ニュース
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常雑貨や建築関連製品の堅調な荷動きにより、

前年同期比約７％増加した。消席率は９０％以上

と高水準で２００８年も船腹需給関係は引き続き均

衡するとの見解で一致した。

�アジア域内トレード：特に中国�日本発着の荷
動きが高水準で推移したことから、市況は力強

い成長を維持したと報告され、更に、インド�
パキスタン�中東などの貨物量が約２０％台の伸
び率で拡大していることが認識された。

�コスト増問題：燃料価格、米国内陸鉄道料金の
高騰などコスト増と米国サブプライムローン問

題への警戒が不可欠であることを再確認した。

また、米国�ベトナム�インド等における港湾
能力の不足、インフラおよび港湾混雑に関する

諸問題についても報告があり、顧客から求めら

れている効率的なサービス水準を維持するため

に、アジアコンテナ船社の CEOは強いリーダー

シップ、高度な商業的判断、綿密な経済分析で

これら問題に対処するよう強調された。

� 独禁法適用除外制度

�中国では８月に独占禁止法が可決、インドでは
インド競争委員会（CCI）に対し２００２年競争法を

施行するための権限を与える法案が採択された。

会合は、海運業界が効率的な経営を行う上で独

禁法適用除外制度は必要不可欠であり、全ての

貿易国の利益になる点を強調した。また、ASF

が様々な国�地域における進捗状況について共
通認識を共有することが極めて重要であること

に合意した。

� その他

�米国向けの全コンテナについて、２０１２年７月ま
でに外国の積出し港で放射線検出装置とエック

ス線検査装置を用いて１００％スキャニングの実施

を求める法案が可決された。出席者は、同法は

全コンテナを船積み前にスキャニングすること

の実行可能性、装置の入手可能性など実施上の

疑問を投げかけるもの、との懸念を表明した。

（企画部：笠原）

【資料】

２００７年１１月２１日、台北

（２００７年１１月２６日東京で発表）

了 解 事 項

アジア船主フォーラム（ASF）

シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）

第２０回中間会合（台北）にて採択

アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）第２０回中間会
合は、ASFメンバーであるアセアン、中国、台湾、香港、日本、韓国の各船主協会から１６名の代表が出
席し、２００７年１１月２１日に台北で開催された。出席者名簿は添付の通り。

１．世界経済

本会合は、本年１０月の７か国財務大臣・中央銀行総裁会議（Ｇ－７）声明で言及されているように、

世界経済は力強い成長が５年目に入っていることに留意する一方、最近の数週間において、米国のサブ

プライムローンによる混乱を誘因とする不確実性が、―これが世界貿易にどのような影響を与えるかを

判断するのは時期尚早であるものの―世界経済に徐々に広がっていることに留意した。出席者は、現実

的な市場展望に基づかない（過剰）反応を慎しみ、世界経済の動向を注意深く見守るよう要請された。

２．ドライバルク�タンカー部門
１）ドライバルク市況は、中国の鉄鉱石輸入の激増による荷動き量の大幅増加、豪州及びその他諸国に

おける長期滞船による船腹需給の逼迫、市況関係者の強気な投機などを要因として、前例のないほど

に高水準にあることが報告された。出席者は、限られた世界の造船能力によって当面は船腹供給の増

加もみられないであろうことも考慮し、近い将来に市況に悪影響を及ぼし得る経済要因が現れる可能
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性は低いものと思われるとの見解で一致した。

２）タンカー部門については、中国の２００７年１－８月の原油輸入量が前年同期比約１５％増であるものの、

米国国内原油生産能力の増加による同国の原油輸入の減少、原油の歴史的高騰、及びシングルハルタン

カーのフェーズアウト停滞などにより、市況は弱含みで推移していることに留意した。しかしながら、

出席者は、米国の在庫原油の減少、冬場の需要増、西アフリカから中国など長距離輸送需要の増加、並

びに一定量のシングルハル VLCCが VLOC（Very Large Ore Carriers：巨大鉄鉱石船）又は FPSO（Float-
ing Production, Storage and Offloading systems：浮体式海洋石油生産貯蔵積出設備）に改造される予定
であり市場からの撤退が見込まれること、等の要因に対し市況が反応する可能性があることに留意した。

３．定期船部門

１）北米太平洋トレードについては、２００７年上半期における全体の貨物量が、米国の住宅市場の低迷に

よって住宅関連製品の荷動きは低迷したものの、日常雑貨及びその他建築関連製品の比較的堅調な荷

動きにより、前年同期比約７％増加したとの報告がなされた。出席者は、消席率は９０％以上の高水準

にあり、船腹需給関係は２００８年も引き続き均衡したものとなるだろうとの見解で一致した。

２）アジア域内トレードに関しては、東アジア、特に中国及び日本発着の荷動きが高水準で推移したこ

とから、市況は力強い成長を維持したとの報告がなされた。更に、インド、パキスタン及び中東など

西アジアの市況は、貨物量が約２０％台の記録的な伸び率となり、拡大していることが認識された。

３）しかしながら出席者は、一定の運賃修復がなされてはいるものの、上記航路における定期船市況の

現在の運賃水準では、特に燃料コストを始めとする劇的なコスト増を補填し、過去の投資を回収し、

或いは将来必要となる投資を促進するのに不十分であるという重大な懸念を表明した。また、燃料価

格及び米国内陸鉄道料金の高騰などのコスト増要因、並びに影を落とし始めた米国サブプライムロー

ン問題への警戒が不可欠であることを再確認した。更に、迅速な改善が必要とされる米国のコンテナ

取扱能力や、米国及び特にベトナム、インド等の一部のアジア諸国における港湾能力の不足など、イ

ンフラ及び港湾混雑に関する諸問題についても報告があった。これらの点に関し会合は、各顧客から

求められている広範かつ効率的なサービス水準を維持するためには、アジアコンテナ船社の CEOは、
強いリーダーシップ、高度な商業的判断及び綿密な経済分析をもってこれら問題に対処するよう求め

られていることが強調された。

４．定期船海運に対する独禁法適用除外制度

中国、インド、日本、シンガポール及び EUなどにおいて、外航船社間協定に対する独禁法適用除外制
度の見直しが行われていることが留意された。特に、中国では８月に独占禁止法が可決され、一方イン

ドでは、インド競争委員会（CCI）に対し２００２年競争法を施行するための法令上の権限を与える法案が採
択された。会合は、独禁法適用除外制度は将来の世界貿易の拡大に対応すべく海運業界が効率的な経営

を行う上で必要不可欠である、という長期に亘り確立された SERCの立場を再確認するとともに、同制
度は全ての貿易国の利益になる点を強調した。出席者は、ASFが様々な国と地域における本件の進捗状
況について共通認識を共有することが極めて重要であることに合意し、SERCメンバーは、上記の国にお
ける関係者が適用除外制度の必要性を正しく理解することを支援するため、必要とされる行動をとるべ

きことに合意した。

５．その他

１）最近米国において、同国向けの全てのコンテナについて、２０１２年７月までに外国の積出し港で放射

線検出装置とエックス線検査装置を用いて１００％スキャニングを実施するよう求める法案が可決された、

との報告がなされた。出席者は、同法は、全てのコンテナを船積み前にスキャニングすることの実行

可能性及び当該装置の入手可能性など多くの実施上の疑問を投げかけるものである、との懸念を表明

した。この種の仮想上の考え方が世界のサプライチェーンマネジメントに甚大な混乱をもたらすとい

う最悪のシナリオを避けねばならないということが強調された。

２）出席者はまた、海賊、武装強盗及びWTO海運交渉など、その他の最近の課題についても意見交換を
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行った。

【資料２】

アジア船主フォーラム（ASF）

シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）

第２０回中間会合

日 時：２００７年１１月２１日（水）

場 所：台北（Grand Formosa Regent Taipei）

出 席 者

委 員 長

芦田 昭充 日本船主協会 副会長（商船三井 社長）

メンバー

〈中国船主協会〉

Mr Xu Guibin （Executive Vice Chairman, CSA）

〈アセアン船主協会連合会〉

〈インドネシア船主協会〉
Mr Jaka A Singgih （Group Managing Director, Bumi Laut Group）

〈シンガポール船主協会〉
Mr Goh Teik Poh （Senior Vice President, Global Operations & Network, APL Co. Pte Ltd.）

〈タイ船主協会〉
Mr Sumate Tanthuwanit（President, Regional Container Lines Group）

〈ベトナム船主協会〉
Capt Tran Van Quy （President & CEO, Transport and Chartering Corp. (Vietfracht))

〈香港船主協会〉

Mr Allan T S Wong （Managing Director, OOCL (Asia Pacific) Ltd.）
〈日本船主協会〉

佐藤 実 （日本郵船 副 社 長）

木村 修一 （川崎汽船 コンテナ船事業グループ グループ長代理）

喜多澤 昇 （商船三井 執行役員）

〈韓国船主協会〉

Mr J S Lee （Senior Vice President, Managing Director of Container SBU, Hanjin
Shipping Co., Ltd.）

Mr C K Yoo （Executive Vice President, Head of Container Business Div., Hyundai
Merchant Marine Co., Ltd.）

〈台湾船主協会〉

Mr Arnold Wang （Chairman, Evergreen Marine Corp. (Taiwan) Ltd.）
Mr C K Ong （President, U�Ming Marine Transport Corp.）
Mr Tony Chow （Senior Executive Vice President, Wan Hai Lines Ltd.）
Mr R B Chiou （Senior Executive Vice President & Executive Officer of Liner Business

Group, Yang Ming Marine Transport Corp.）
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２ バラスト水管理条約の２００９～１０年建造船の扱いに懸念
―アジア船主フォーラム（ASF）航行安全・環境委員会（SNEC）第１４回中間会合の模様―

アジア船主フォーラム（ASF）航行安全・環境委

員会（SNEC）の第１４回中間会合が、２００７年１１月３０

日（金）、タイのバンコクにおいて開催された。会

議には、ASFメンバーである中国、香港、日本、

韓国、台湾、ASEAN（インドネシア、マレーシア、

フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）の

各船主協会より２６名が出席したほか、オブザーバ

ーとしてアジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）

より参加があった。当協会からは、SNECの委員を

務める前川弘幸会長（川崎汽船社長）の代理とし

て佐々木真己同社執行役員、および事務局より半

田收常務理事が参加し、船舶の航行安全および環

境保全に関する多くの案件について審議した。

同会議の審議のうち特記事項は以下のとおりで

ある（SNECプレスリリースより）。

海賊および武装強盗

SNECは、２００７年第１～３四半期の世界の海賊お

よび武装強盗事件が増加していることに懸念を持

って留意した。アフリカ地域における発生は９１件

と、世界全体の５０％近くに上り、今や最も危険な

地域に位置づけられる。その増加は特にソマリア

およびナイジェリアにおいて顕著である。現在ま

でにソマリア沖において１３件のハイジャック事件

が報告されており、これは２００６年に発生した件数

（５件）の約３倍に当たる。

さらに、東南アジア地域においては５９件が報告

されており、２００６年から大きく減少したが、未だ

世界全体の約３０％を占め、発生件数が２番目に多

い地域に位置づけられることに留意した。この５９

件のうち４５件は、船舶が着岸中または錨泊中の盗

難であるが、１４件は船舶が航行中に発生している。

SNECは、マラッカ・シンガポール海峡通航船に

対する海賊行為の抑止対策に関して、沿岸３ヶ国政

府の取り組みを評価する。沿岸３ヶ国による共同の

航空・海上パトロールは、海峡における海賊行為の

抑止に効果を挙げており、SNECは、この取り組み

の継続を沿岸３ヶ国政府に強く求めることとした。

また、すべての船長に対し、海賊多発地域を航

行する場合には引き続き警戒するよう注意喚起し、

ソマリア沖を航行する船舶の船長には、陸岸から

２００マイル以上沖を航行するようアドバイスするこ

ととした。不幸にも海賊に狙われた場合は、その

方面に配置されている米英海軍にすぐに支援を仰

ぐべきである。

マ・シ海峡における航行安全・環境保護の推進

２００７年９月、マラッカ・シンガポール海峡に関

する IMOシンガポール会議が開催され、海峡の航

行安全および環境保全に関する沿岸国および利用

国間の協力の枠組み（Co�operative Mechanism）が

設置された（本誌２００７年９月号Ｐ．２参照）。

SNECは、ここに至る沿岸３ヶ国の努力を高く評

価し、Co�operative Mechanismの概念について支

持することを改めて確認した。SNECは、Co�op-

erative Mechanismが沿岸国、利用国およびその他

関係者間の対話を促し、緊密な協力関係の構築に

資することを確信している。さらに、Co�operative

Mechanismが、国連海洋法条約第４３条の規定に則

り、地域の海事関係者の協力関係を強化するもの

弁 護 士
Mr Jeffrey F Lawrence （Partner, Sher & Blackwell）

事 務 局
園田 裕一 （日本船主協会常務理事）

本澤 健司 （日本船主協会企画部係長）

笠原 永子 （日本船主協会企画部）
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１

と期待されている。

SNECは、さらに、フォーラムへ参加し、意見、

見解または提案を示す用意があることを表明した。

船舶からの大気汚染防止

SNECは、外航海運業界が、他の業界と同様に、

海洋および大気環境の保全を積極的に推進してい

く重要な役割を担っていることを再確認した。こ

れに関し、IMOが SOx削減策に関する非公式な官

民合同の専門家グループに包括的な検討を要請し

たことを強く支持した。

また、SNECは、船舶からの CO２排出量は低く見

積もられており、実質的に温暖化に対するインパ

クトは航空機より大きいとした最近の報道に懸念

を持っている。この報道は非常に大きな誤解と混

乱を招くものである。

SNECは、世界貿易量の９０％以上を担う海運が、

貨物輸送で最も環境にやさしい輸送モードである

ことを強調したい。貨物１トンを１マイル輸送す

る際の CO２排出量を比較すると、海運は航空の少

なくとも３０倍以上、トラックの５倍以上効率的で

ある。他の輸送モードから海運への転換により、

海運は、国際輸送における CO２排出量の削減に貢

献できるものと確信している。SNECは、引き続き

CO２排出量のさらなる削減のための調査研究に支

援を行っていく。

Ballast Water Management

SNECは、現在、多くの新造船の発注を抱える船

主が直面している問題について懸念を持って留意

した。バラスト水管理条約の要求の下、２００９年１

月１日以降に建造される船舶は有害水生生物を除

去するための特別な処理装置の搭載が求められる。

問題は、IMOの基準に適合する正式に型式承認さ

れたバラスト水処理装置が非常にわずかしか実用

化されていないことである。

SNECは、２００７年１１月３０日に採択予定の IMO通常

総会に提案された決議案を支持する。同決議案は、

２００９年１月の搭載期日を延長する効果があり、各

締約国に自国の港湾に寄港する船舶に対し、一定

期間、同条約のＤ－２規則に規定される基準に適

合することを求めないよう勧告している。

SNECは、２００９年１月１日から２０１０年１２月３１日ま

でに建造される船舶の扱いについて懸念を持って

いる。これらの船舶は「現存船」として扱われる

べきである。本問題については IMOにおいて解決

されることを望む。

（海務部：斎藤）

内外情報

外国人船員の労働協約改定交渉が妥結
―２００８年�２００９年 IBF協約改定交渉の模様―

２００８年１月１日よりの FOC船に乗り組む外国人

船員の労働条件を交渉する IBF（International Bar-

gaining Forum）交渉が、４月１３日より JNG（Joint

Negotiating Group：使用者側交渉団）と ITF（In-

ternational Transport Workers’ Federation：国際運

輸労連）間の要求書交換を以ってスタートし、そ

（注）：バラスト水管理条約では、船舶の全バラスト水タ
ンク容量により段階的にバラスト水排出基準（Ｄ
－２規則）が適用され、２００９年に建造されるバラ
スト水容量５，０００m３未満の新造船が最も早く条約要
件が適用されることとなっている。
Ｄ－２規則では、排出するバラスト水中に含ま
れるプランクトン、細菌類など水生生物の含有量
を制限しており、同規則に適合するためには、バ
ラスト水処理装置の搭載が必要となる。
同条約の規定は、当該処理装置が２００９年までに
実用化されることを想定して策定されている。そ
のため２００９年以降に建造される船舶を「新造船」
とし、Ｄ－２規則を即適用することとなっている。
一方、処理装置の実用化が難しいと考えられた２００９
年より前に建造された船舶は「現存船」として扱わ
れ、猶予期間が与えられており、バラスト水容量
１，５００m３～５，０００m３の船舶は２０１５年１月１日、１，５００
m３未満の船舶は２０１７年からＤ－２規則が適用され
ることとなっている。
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の後数次にわたる中央�地域交渉を経て１１月に妥
結した。

今回の交渉においては、近年の世界海上荷動量

の大幅な増大に伴い、世界的な船員（職員）の需給

バランスが逼迫する中で、職員と部員の賃金の分

配や先進国出身部員の雇用を促進する基金（DER

基金）の新設を巡り交渉が難航した。交渉経緯お

よび妥結の内容は、概要以下の通りである。

� 中央交渉

第一回シドニー（５月２４日～２５日）、AD HOC

東京（７月４日）、第二回釜山（７月２５～２６日）

を経て、去る９月２６～２７日にロンドンで開催さ

れた第三回交渉で妥結となった。主な改定点は

以下の通りであるが、実際の賃金表の改定等詳

細は地域交渉に委ねられた。

１）賃金改定（Total Crew Cost＝TCC改定）

� TCC増額：総月額＄５４，８５０（２００７年＄

５０，７８７、＄４，０６３�隻�月増、８％アップ）
� 職員�部員配分限度：職員への最大配分
率６３％を６３．５％に拡大

� 賃金�基金配分限度：８５�１５を８４�１６に変更
２）DER（先進国部員）問題

ISEG＊＋KSA（韓国船協）および IMECで別

々の基金（DER基金）を設立することに合意。

徴収額は＄１０�月�人とし、２００８年１月１日
より徴収が開始されるが、基金の運用規則は

２００８年に協議される。また、基金の継続の是

非について２００９年末までに協議し、結論を出

す。

＊ISEG＝国際船員労務協会およびエバーグリーン

３）ILO海事労働条約の先行取り込み

多くの項目が議論されたが、コスト関連項

目で合意されたのは、傷病船員の送還時給与

改定（基本級を基本給＋時間外手当に）と、

船員死亡時の埋葬料の船主負担のみ。いずれ

も実質負担は極小と見積もられる。

その他、ILOとの研究グループを設立し、

IBF協約をMLCに照らして見直す勉強会を行

うことに合意した。

� 地域交渉

最も多くの外国人船員が所属する AMOSUP

関連の協議が国船協と全日海（AMOSUP）との

間で１０月１８日より開始され、１１月１日の第３回

交渉において妥結した。

地域交渉においては、AMOSUPはここ２年間

のペソ高の進行（対ドル約１８％）および比国 CPI

上昇（１４％）を背景に需給状況が緩やかな部員

においても相応の値上げ（AB船員で＄５０�月�
人）を求めていたが、国船協としては上級職員

への IBF賃金表を大幅に上回る水準での支払い

が一般化する現状の下、中央交渉で決まった大

枠の中で上級職員への配分を増やし部員給与の

上昇をなるべく抑える方針で交渉を行った結果、

賃金表（【資料】参照）の通りで妥結した。

なお、DER基金については賃金表に組み込ま

ず、別の扱いとすることになった。

また、AMOSUP以外の組合に所属する外国人船

員に関する国船協と全日海との協議も同時に終了

し、その内容は AMOSUPとの協定に沿った内容と

なっている。

（海務部：佐藤）

この賃金表での実質的な船主負担の増は以下の通りと試算される。

１隻当たり実質負担増（月額） 増 加 率 日本船主年間負担増

２３名配乗ベース 約＄３，０３０ ５．９３％ 約７５億円

TOP４＊を除く２３名ベース 約＄１，３７６ ２．６９％ 約３４億円

TOP４を除く２０名ベース 約＄１，０８２ ２．４９％ 約２７億円

（試算前提）IBF協約適用運航隻数１，８００隻、１１５円�ドル
＊TOP４＝船長、機関長、一航士、一機士
＊実質負担とは賃金表の内、実際に船主の支払いとなる項目のみをピックアップするとともに、賃金表外の負担（AMOSUP組合
費、DER基金）を加えたもの。
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【資料】 IBF JSU�AMOSUP�IMMAJ CBA 2008�2009

No. Rank
Wage element Fund element Grand

Total
in US$B�Wage

(173hrs)
Comm
FOT

Fixed
SVA GOT L�Pay

9days SBS P�F IMO D&D EFA HMC Wage
Total SSS AMS

MD TLF WPF SLR
HOME

PAG-
IBIG ISCA ESF※ EDCTN

OTH
JSU
WF

Fund
Total

１ Master １，７８１１，３２５ ７５０ � ５３４ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ ４，６２３ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ６９２ ４４８８０．５５，５０３．５

２ C�Off １，３５０１，００５ １７０ � ４０５ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ ３，１６３ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ４２８ ３０６０２．５３，７６５．５

３ 2�Off ９３６ ６９７ � � ２８１ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ ２，１４７ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ２４４ ２０４０８．５２，５５５．５

４ 3�Off ８２５ ６１４ � � ２４８ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ １，９２０ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ２０３ １８３６５．５２，２８５．５

５ R�Oprt ９３６ ６９７ � � ２８１ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ ２，１４７ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ２４４ ２０４０８．５２，５５５．５

６ C�Engr １，６７５１，２４７ ６６０ � ５０３ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ ４，３１８ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ６３４ ４１８１９．５５，１３７．５

７ 1�Engr １，３５０１，００５ １７０ � ４０５ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ ３，１６３ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ４２８ ３０６０２．５３，７６５．５

８ 2�Engr ９３６ ６９７ � � ２８１ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ ２，１４７ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ２４４ ２０４０８．５２，５５５．５

９ 3�Engr ８２５ ６１４ � � ２４８ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ １，９２０ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ２０３ １８３６５．５２，２８５．５

１０ E�Engr ９３６ ６９７ � � ２８１ ５４ ８０ ５０ ２４ ２０ ５ ２，１４７ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ２４４ ２０４０８．５２，５５５．５

１１ BSN ５９９ � � ４４６ １８０ ５４ ５０ ３６ ２４ ２０ ５ １，４１４ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ １１１ １３２６８．５１，６８２．５

１２ AB ５６４ � � ４２０ １６９ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，３３６ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ９６ １３２５３．５１，５８９．５

１３ AB ５６４ � � ４２０ １６９ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，３３６ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ９６ １３２５３．５１，５８９．５

１４ AB ５６４ � � ４２０ １６９ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，３３６ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ９６ １３２５３．５１，５８９．５

１５ OS ４１５ � � ３０９ １２５ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，０３２ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ４１ １０１９５．５１，２２７．５

１６ 1�OLR ５９９ � � ４４６ １８０ ５４ ５０ ３６ ２４ ２０ ５ １，４１４ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ １１１ １３２６８．５１，６８２．５

１７ OLR ５６４ � � ４２０ １６９ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，３３６ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ９６ １３２５３．５１，５８９．５

１８ OLR ５６４ � � ４２０ １６９ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，３３６ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ９６ １３２５３．５１，５８９．５

１９ OLR ５６４ � � ４２０ １６９ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，３３６ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ９６ １３２５３．５１，５８９．５

２０ WPR ４１５ � � ３０９ １２５ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，０３２ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ４１ １０１９５．５１，２２７．５

２１ C�Cook ５９９ � � ４４６ １８０ ５４ ５０ ３６ ２４ ２０ ５ １，４１４ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ １１１ １３２６８．５１，６８２．５

２２ Stwrd ５６４ � � ４２０ １６９ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，３３６ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ９６ １３２５３．５１，５８９．５

２３ Stwrd ５６４ � � ４２０ １６９ ５４ ５０ ３０ ２４ ２０ ５ １，３３６ ３３ ３０．５ １８ ５ ３４ １０ ４ １０ ９６ １３２５３．５１，５８９．５

Seniority Allowance １，４００ ２５３．５ １３２６６．５１，６６６．５

Grand Total １８，６８９８，５９８１，７５０５，３１６５，６０９１，２４２１，４５０ ９０８ ５５２ ４６０ １１５４６，０８９ ７５９７０１．５ ４１４ １１５ ７８２ ２３０ ９２ ２３０５，０００．５ ４３７８，７６１ ５４，８５０

賃金配分率

職員 ２９，０９５ ６３．１２８％ ※ESF（新日本人・海技者育成基金）について、賃金表においては、現行通りの表記としているが、２００８年、２００９年の

２年間、暫定的にその支払いを５米ドルとすることを別途確認書により確認を行なった。
部員 １６．９９４ ３６．８７２％

合計 ４６．０８９ １００．０００％
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当協会栗林内航部会長、
冬柴国土交通大臣へ燃料油高騰問題について陳情

―原油価格高騰問題に対する陳情―

近年の原油高騰が続く中、燃料

費の上昇が多くの内航事業者に深

刻な影響を及ぼしている。

当協会では、モーダルシフトの

推進による物流効率化対策、地球

温暖化対策等の重要な課題に取り

組み内航海運業界の活性化を図っ

ていくためにも、昨年に引き続き、

当協会、日本内航海運組合総連合

会、日本長距離フェリー協会の連

名で、１１月１４日、冬柴鐵三国土交

通大臣および松島みどり国土交通

副大臣に陳情書（【資料】参照）を

手交し、内航海運事業者の窮状を

訴えた。

当協会を代表し陳情を行った栗林宏吉内航部会長からは、冬柴大臣に対し、燃料油の高騰が年初か

ら４０ドル�KL上昇し、このまま高騰が続けばコスト負担に耐えられない事業者が出るとともにモーダ

ルシフトを担う定期航路の縮小、撤退などによる国民経済への影響に懸念が示された。さらに「石油

石炭税の減免等の措置」をはじめ、

本問題について抜本的解決策を政

府としても検討いただきたい旨、

訴えた。

冬柴大臣からは、同要望を踏ま

え、日本経団連、日本商工会議所

のトップへ運賃等への転嫁など燃

料費コスト負担についての理解を

求めていくことや地方の運輸局長

が地元の荷主へ理解を求めていく

取り組みを行っていくことについ

て明言した。

（企画部：松本）

▲冬柴国土交通大臣に説明する栗林内航部会長

▲松島国土交通副大臣へ陳情書を手交（左から岡本日本長距離フェリー協
会会長、栗林当協会内航部会長、松島国土交通副大臣、山上日本内航海
運組合総連合会副会長）
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【資料】

平成１９年１１月１４日

国土交通大臣 冬柴 鐵三 殿

国土交通副大臣 松島みどり 殿

社団法人 日本船主協会 会 長 前川 弘幸

日本内航海運組合総連合会 会 長 上野 孝

日本長距離フェリ－協会 会 長 岡本 豊

高騰する船舶用燃料油・潤滑油価格の運賃転嫁について

謹啓、時下益々ご清栄の段お慶び申し上げます。

さて、近年原油価格は高騰を続けており、運航船社が購入する国内船舶用燃料油価格も、平成

１７年１�３月期１KL当たりＡ重油４０，９００円、Ｃ重油３０，８００円であったものが、本年７�９月期で
は、Ａ重油は６７，８５０円（６６％増）、Ｃ重油は５８，４５０円（９０％増）まで急激に値上がりしております。

さらに、今後決まる本年１０月以降の燃料油価格は、原油価格が過去最高値を更新して高騰を続

けていることから、Ａ・Ｃ重油ともに更なる値上げとなることは必至であり、コストに占める燃

料費の割合が極めて高い内航海運及び長距離フェリーにとって一層厳しい状況に至ることが見込

まれています。また、船主が購入する船舶用潤滑油も同様に値上がりしており船主経済を圧迫し

ております。

中小企業が大多数を占める国内海運事業者は、バブル崩壊後の景気の低迷と荷主企業の物流合

理化の波をもろに受けて、企業体力が脆弱化しており、事業を継続する上で死活問題となってお

ります。

もとより、運賃等については、当事者間の相対取引によって決定されるものでありますが、大手

荷主との交渉力の格差はいかんともし難く、燃料油・潤滑油価格の高騰に伴うコストアップに対

して十分な負担をして頂けない荷主が多く、その対応に苦慮しているのが現状です。

このままでは、国内の基幹的輸送手段である内航海運及び長距離フェリーによる安全・安定輸

送に致命的な悪影響がでることは必至です。

つきましては、高騰した燃料油・潤滑油価格の運賃等への転嫁について、関係者のご理解とご

支援を頂けるようご協力を頂くとともに内航海運及び長距離フェリーへの抜本的な支援策の構築

をお願い申し上げます。

謹 白
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平成１９年度叙勲・褒章受章者祝賀パーティーの開催

当協会は、例年、海運関係で叙勲・褒章を受章された方々を招いて祝賀パーティーを開催してい

る。

平成１９年度は、秋季に旭日重光章を受章された株式会社商船三井元会長・堀憲明氏をお招きして、

１１月２８日（水）に海運ビルにおいて開催した。

当日は、公務ご多忙の中、松島みどり国土交通副大臣をはじめ、多数の国土交通省幹部のほか海

運関係者約１００名が祝福に参集し、会は盛会裡に終了した。

（総務部：筒井）

▲平成１９年度秋季旭日重光章受章者
堀憲明氏（株式会社商船三井元会長）

▲前川会長より開会の挨拶

▲松島国土交通副大臣より来賓挨拶 ▲パーティーの模様
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海上保安庁との海賊対策訓練を実施

２００７年１２月５日、海上保安庁、（株）商船三井および当協会は、合同で海賊対策官民連携訓練を実施

した。同訓練は、南シナ海をマラッカ・シンガポール海峡に向けて航行中のパナマ籍タンカー「KA-

MINESAN」（総トン数１５９，８１３トン）が、海賊に襲撃され、付近哨戒中の巡視船「しきしま」が現場

に急行するという想定の下、緊急時の伝達訓練を主として行われた。関係者間の連絡は円滑に行わ

れ、訓練は無事終了した。

（訓練概要）

� 「KAMINESAN」は、不審な高速船に追われたため、船舶保安警報装置（SSAS : Ship Security

Alert System）により船舶管理会社の商船三井タンカー管理（株）に通報するとともに、蛇行操船や

消火ホースによる放水により、海賊の乗り込みを回避する行動をとった。

� 通報を受けた船舶管理会社は、海上保安庁、国土交通省、（株）商船三井および当協会に管理船が

海賊に襲撃されているとの連絡を行った。

� 海上保安庁は、南シナ海の公海上を哨戒中の巡視船「しきしま」に対し、「KAMINESAN」の航

行海域に急行し救助するよう指示した。

� 「KAMINESAN」の回避行動の結果、海賊は本船への乗り込みをあきらめ、逃走した。巡視船

「しきしま」は付近海域の安全と乗組員の無事および本船に損傷がないことを確認し、訓練は終

了した。

（海務部：山本）

▼巡視船「しきしま」

▲タンカー「KAMINESAN」
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当協会中本理事長、トン数標準税制について
事業者が利用し易い制度が導入されるよう要望
―海事振興連盟「長崎タウンミーティング」の模様―

超党派議員で構成する海事振興連盟（会長：中馬弘毅衆議院議員）は、１１月１０日（土）、長崎県長崎
市（長崎全日空ホテル グラバーヒル）に於いて、『長崎タウンミーティング』を開催した。
同会合では、国会議員と長崎を中心とした内航・外航海運業界、造船業界、旅客船業界の関係者約

１４０名（主な参加者は【資料１】参照）が参加し、地域海事関連産業振興のために「造船業界の技能・
技術の伝承」、「離島航路の振興」、「内航海運および外航海運業の現状と課題」などについて意見交換
を行い、同連盟「長崎決議」（【資料２】参照）を取りまとめた。
特に同会合において、内航海運代表として長崎地区海運組合の日向啓理事長から船員不足が深刻化

しているなか船員確保のための学校・教育機関の拡充や燃料油高騰などへの国の政策支援について訴
えた。
また、外航海運については、当協会中本光夫理事長より、トン数標準税制について、事業者が利用

し易い制度が導入されるよう強く要望した。
なお、同会合は、今治、広島、神戸に続き開催したもので、各方面への意見反映が期待される。

（企画部：松本）

【資料１】

海事振興連盟『長崎タウンミーティング』主な参加者

《国会議員》
主 催 �木 義明 衆議院議員（海事振興連盟 副会長）

衛藤征士郎 衆議院議員（海事振興連盟 副会長�事務総長）
北村 誠吾 衆議院議員
谷川 弥一 衆議院議員
山田 正彦 衆議院議員
冨岡 勉 衆議院議員
犬塚 直史 参議院議員
大久保繁重 参議院議員

《来賓関係》
金子原二郎 長崎県知事
藤井 健 長崎県副知事
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田上 富久 長崎市長
黒田 成彦 長崎県議会総務委員長
春成 誠 国土交通省 海事局長
染矢 隆一 国土交通省 大臣官房技術審議官
大黒伊勢夫 九州運輸局長

《発 言 者》
和仁 正文 三菱重工業 執行役員長崎造船所長
井筒 龍介 長崎地域造船造機技術研修センター 会長
村木 文郎 九州旅客船協会連合会 会長
堀 一 国土審議会 離島振興対策分科会委員
日向 啓 全国海運組合連合会 長崎地区海運組合 理事長
中本 光夫 日本船主協会 理事長

【資料２】
平成１９年１１月１０日
海事振興連盟

海事振興連盟 長崎決議

ここ長崎は、対馬、壱岐、五島列島など数多くの島々から成り、古くから外交や貿易の玄関口
としての役割を果たし、また、造船業、離島での生活に欠くことのできない数多くの離島航路事
業など海事関連産業が集積する海事都市でもある。
本日、海事振興連盟長崎タウンミーティングを開催し、地域海事関連産業振興のために「造船

業界の技能・技術の伝承」、「離島航路の振興」、「内航海運および外航海運業の現状と課題」につ
いて議論した。

当連盟としては、これらの議論を踏まえ、地域海事関連産業の振興を図るために、
� 造船関係においては、団塊の世代の退職に伴う２００７年問題が深刻であり、このため中堅・若
手社員を中心とした人材確保と技能・技術の伝承

� 離島航路については、燃料費の高騰に伴うコスト増への対応、離島住民のライフラインの維
持

� 内航海運については、船員不足に対応した人材の確保・育成の推進、内航船の代替建造促進、
内航海運暫定措置事業の円滑かつ着実な実施等

� 外航海運については、海事各産業への波及効果も大きいことから、外航海運業の国際競争条
件の均衡化を図ることに加え、日本籍船・日本人船員の計画的増加を図るためのトン数標準税
制の実現といった施策の推進が、極めて重要な課題であることを認識し、関係者一体となって、
その実現に向けた支援に取り組んでいく。

また、海事関連産業の振興及び、それによる人材の確保のためには、海事活動とこれを支える
海事産業の重要性を国民に訴え、世代を問わず広く国民が海に親しむ機会を増加させることが重
要であり、それを促進する具体的な広報活動を強化する必要がある。
同時に、自然と歴史文化に恵まれた長崎県における観光と旅客船事業を振興することにより、

国民に海の楽しさを提供するとともに、海岸線が都道府県で最も長く、風光明媚な長崎県をアピ
ールし、新規観光需要の開拓による地域経済の振興をはかることも肝要である。

当連盟としては、このような活動に対し必要な協力を惜しまない。

以上、決議する。
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船社�荷主業界が定期船海運を巡る諸問題について意見交換
―コンテナ・シッピング・フォーラム―

定航海運を巡る最近の国際状況や需給動向について、日本発着の定期船社、関係荷主が意見交換

を行うコンテナ・シッピング・フォーラム（主催：日本海事新聞社）が、当協会と日本荷主協会の

協力、国土交通省の後援の下、２００７年１１月２６日に東京（千代田区平河町海運ビル）で開催された。

７回目となる今回のフォーラムでは、第１部で国土交通省外航課岡西課長が国内外の独禁法適用

除外制度の最近の動向について基調講演を行い、日本において同制度の見直しを行う際には、独自

の国益に沿って是非を判断すべきとの見解を示した。

また、フォーラム第２部では船社側から２００８年の北米・欧州各コンテナ航路の需給見通しや、運

賃修復計画について説明が行われた後、荷主との間でパネルディスカッションが行われた。

（企画部：水島）
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メ ン バ ー 紹 介 

主要データ

会社概要

商 号 飯野海運株式会社

IINO KAIUN KAISHA, LTD.（IINO LINE）

創 業 １８９９年（明治３２年）７月

本 社 〒１０５�００１１

東京都港区芝公園一丁目７番１３号

本 店 〒１００�８５０６

東京都千代田区内幸町二丁目１番１号

海外事業所 ドバイ

現地法人 シンガポール、コネチカット、ロンド

ン

資 本 金 １３，０９１，７７５，４８８円

主要事業内容 海運業、不動産業、流通小売業

グループ会社 イイノガストランスポート�、イイノ

マリンサービス�、�イイノ・メディ

アプロ、イイノ・ビルテック�、千代

田石油�、Iino Singapore Pte. Ltd.、

Iino UK Ltd. 等５９社

No.8 飯野海運株式会社

▲入居する芝大門フロントビル外観

▲代表取締役社長 杉本 勝之 ▲ロゴマーク（上）とファンネルマーク（下）
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従業員数 単体 １３２名（陸上８８名、海上４４名）

連結 ５３０名

発行可能株式総数 ４４０，０００，０００株

発行済株式の総数 １１１，０７５，９８０株

株 主 数 ９，３１６名

主要株主 東京海上日動火災保険株式会社、日本

マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口）、川崎汽船株式会社、株式会社み

ずほコーポレート銀行、ステートスト

リートバンクアンドトラストカンパニ

ー５０５００８、三井物産株式会社、日本ト

ラステイ・サービス信託銀行株式会社、

株式会社損害保険ジヤパン

上場取引所 東京（第一部）、大阪（第一部）、名古屋

（第一部）、札幌、福岡

企業理念

経営理念 １．安全の確保が社業の基盤

２．よいサービスと商品を社会に適正

な価格で安定的に供給

３．顧客ニーズに迅速・的確に対応

４．法令を遵守し社会と環境に十分配

慮

５．株主、そして役職員へのリターン

充実を目指し企業価値向上を志向

行動憲章 １．社会への貢献と企業価値の向上

２．法令遵守と社会秩序の維持

３．差別の廃絶・人権の尊重

４．安全の重視

５．環境保全

６．顧客尊重

７．情報開示とコミュニケーション

歴 史

明治３２年 飯野寅吉、京都府舞鶴市に飯野商会を

創立し、曳船による石炭運送業および

港湾荷役業に着手。

大正７年 飯野商事株式会社を設立し、飯野商会

の事業一切を継承。

大正１１年 飯野汽船株式会社を設立し、飯野商事

株式会社請負の海上輸送を分離継承。

昭和４年 当社最初のタンカー「第一鷹取丸」竣工。

昭和６年 わが国初の本格的外航タンカー「富士

山丸」竣工。

昭和１６年 飯野商事株式会社を飯野海運産業株式

会社に商号変更し、さらに飯野汽船株

式会社と合併。

昭和１９年 飯野海運産業株式会社を現在の商号で

ある飯野海運株式会社と改称。

昭和２４年 東京証券取引所に上場。（以降大阪証券

取引所他６証券取引所に上場）

昭和２５年 戦後わが国初の大型タンカー「隆邦丸」

竣工。

昭和２６年 バンコック定期航路、インド・パキス

タン定期航路およびニューヨーク定期

航路開設、定期航路経営に本格的に進

出。

昭和２８年 飯野不動産株式会社を設立。

昭和３３年 飯野ビル竣工。同ビルに本社移転。イ

イノホール営業開始。

昭和３８年 当社初の外航 LPG船「豊洲丸」竣工。

千代田石油株式会社（新日本石油株式

会社との合弁会社）を設立。石油小売

業に進出。

昭和３９年 海運集約に際し、定航部門を分離して

新たに設立した飯野汽船株式会社に譲

渡し、これと川崎汽船株式会社とが合

併した。以来タンカー・不定期貨物船

経営を主力とする。

昭和４５年 当社初のパナマックスバルカー「第５

全購連丸」竣工。

昭和４７年 第１世代VLCC「東邦丸」竣工。

昭和４９年 イイノマリンサービス株式会社を設立。

船舶管理業務を行う、翌年わが国初の

仕組船混乗化を実現。

平成３年 インドネシアLNGプロジェクトに参加、
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翌年当社初のLNG船「エルエヌジーヴ

ェスタ」の共有船主となる。

平成９年 飯野不動産株式会社と合併。

平成１２年 当社初のケープサイズ型石炭専用船

「Blue Island」竣工。

平成１５年 当社グループが運航管理を行う大型LNG

船「SK Sunrise」竣工。

ドバイ駐在員事務所開設。

平成１６年 ISO９００１、１４００１認証を取得。

ロンドンに現地法人 IINO UK LTD.を設

立。

コーポレートガバナンスの体制強化の

ため、執行役員制度を導入。

平成１８年 IINO Singapore Pte Ltd．（平成１４年４

月設立）にて運航業務開始。

平成１９年 小型ガスタンカー部門をイイノガスト

ランスポート株式会社に分社。

飯野ビル建替え計画にともない芝大門

フロントビルに本社事務所移転。

入会日・所属地区

１９４７年６月５日（京浜地区船主会所属）

所在地＆周辺案内

当社は昭和３５年以来、自社所有の東京都千代田

区内幸町の飯野ビルに本社事務所を構えておりま

したが、同ビルの建替え計画に伴い、２００７年１１月

２６日より港区芝公園の芝大門フロントビルへ移転

しました。

飯野ビルは、直結の東京メトロ千代田線霞ヶ関

株 主 総 会

取 締 役 会

経 営 執 行 協 議 会
会 長
社 長
取 締 役
執 行 役 員
常 勤 監 査 役

監 査 役 会
常 勤 監 査 役
監 査 役

企 画 グ ル ー プ

総 務 グ ル ー プ

ステークホルダーリレー
ションズマネジメント�
調 査 グ ル ー プ

人 事 グ ル ー プ

海運営業第１グループ

海運営業第２グループ

海運営業第４グループ

海運営業第５グループ

船 員 グ ル ー プ

経 理 グ ル ー プ

不 動 産 営 業 グ ル ー プ

海 外 事 務 所

内 部 監 査 室

企 画 チ ー ム

広 報 � Ｉ Ｒ 室

総 務 チ ー ム

安 全 環 境 室

法 務 � 保 険 チ ー ム

調 査 チ ー ム

人 事 チ ー ム

研 修 チ ー ム

液 体 貨 物 チ ー ム

Ｌ Ｐ Ｇ チ ー ム

Ｌ Ｎ Ｇ チ ー ム

貨 物 船 チ ー ム

船 員 チ ー ム

財 務 チ ー ム

経 理 チ ー ム

ビ ル 事 業 チ ー ム

開 発 チ ー ム

ロ ン ド ン（現地法人）

ド バ イ

シンガポール（現地法人）

コネチカット（現地法人）

組 織 図
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駅ほか地下鉄３駅と JR新橋駅が徒歩圏内にあり、

緑豊かな日比谷公園に面していました。新事務所

も都営浅草線・大江戸線大門駅ほか地下鉄３駅と

JR・東京モノレール浜松町駅が徒歩圏内にありま

す。また、近隣には増上寺・芝公園があり、東京

タワーが間近に望める好環境にあります。

大門、浜松町駅周辺には飲食店が多くあります。

移転後間もない事もあり、筆者を含む多くの当社

社員は、その中からそれぞれのランチ・ナイトス

ポットを探す事が日課となっています。

【最寄り駅】

�都営浅草線・大江戸線 大門駅 Ａ６出口より徒歩２分

�都営三田線 御成門駅 Ａ２出口より徒歩６分

�都営三田線 芝公園駅 Ａ３出口より徒歩７分

�JR浜松町駅 北口より徒歩６分

ホームページ紹介

▲会社周辺図

トップページ画面（http：��www.iino.co.jp）



せんきょう Dec 2007●25

ある社員の乗船実習記

早起きとワッチと朝日

内地の港を出港後、最初の実習は一等航海士と

の４－８ワッチでした。海図の読み方と位置のPlot-

ting 方法、航海計器や航海中の書類の説明を受け

ました。深夜３時半に起きることはなかなか大変

でしたが、船から見る夜明けは空が水色とピンク

色のグラデーションに染まり本当に美しいもので

した。船は２４時間動いているのだから乗組員も２４

時間誰かしら働いている。それを実感したワッチ

期間でした。

そしてシンガポールヘ！

噂のシンガポール通峡

朝６時にまだ暗いブリッジに行くと既に船長が

操船指示を出していました、航路上には浅瀬が多

く、満船のVLCCともなるとかなり限られた所し

か航行できません。実際に本船の左舷側（インド

洋から太平洋へ向かう航路）に満船のVLCC４隻

が行儀良く連なって進んでいるのが見られました。

他にも本船の左右前後には大小様々な船が走って

おり、海上での交通整理の重要さと、操船ミスが

あれば多くの船を巻き込む大惨事になり得る恐さ

を実感しました。

とにかく暑い日々

マラッカを過ぎインド洋に入ると日差しも強く、

真夏の天候でした。太陽の下にいるのが大好きな

私は、空いた時間が出来るたび外で日光浴をして

いました。

そんな中、実習は機関部へと移ります。機関部

では発電機の開放点検・整備作業を行い、ピスト

ンリングを磨くなど簡単な作業の手伝いと、Ｍ０

チェックに同行させてもらいました。エンジンル

ームは停泊時よりも数十度気温が高く、機械音も

大きく、この環境での日々の作業はとても過酷な

ものだと実感しました。オフィスにいる時は船は

２４時間止まらず動いて当然、と思っていましたが、

その「当然」を実現するために日々の整備作業に

機関部の方達がどれほど汗を流しているのかを知

り、船が止まらずに動いていることの有り難味を

感じました。

初めての中東

ペルシャ湾は想像していたよりもずっと海がき

れいだったことに驚いたのと、砂塵によって水平

線がぼやけて視界が１０マイル程しかなく、インド

洋のハッキリした水平線とは全く違うことに驚き

ました。海が変われば水平線も変わるのですね。

積地での荷役当直中はクルーにいろいろな縄の

結び方を教えてもらったりしていました。これが

出来なければデッキ作業はさせないぞ、甲板長に

冗談で脅され練習しましたが、これはなかなか覚

えられません！

夜通し見学

復航のシンガポールで補油を行いました。夜中

～早朝にかけての補油です。

夕食後、暗いだけに緊迫感が強く感じられるブ

リッジへ。船長はパイロット、船食、Immigration、

Bunker BargeなどとVHFでやりとりを行い、非常

に忙しそう…

翌朝の出港までほとんど寝ずに見学していたの

で次の日からまた８時－５時の昼の生活に体を戻

すのか大変でした。オペレーション上、深夜の補

油や出港はよくあることですが、一度生活時間が

ずれるとこんなに大変なのかと思いました。こん

なところで苦労したのは私だけかもしれませんが

…。

動く船

今まで停泊中の船しか見たことがなかったため、

パイロット、補油、Anchor Down�Up、Drifting、
深夜＆夜明けのワッチ、３６０度海、中東、野生のイ

ルカ…これらは全て私の想像の中だけの世界でし

た。船で起こることは全て遠い世界で起こってい

ることのような気がしていましたが（実際遠いで

すが）、今回船の生活を体験したことで仕事により

現実味が出てきました。１つの作業の裏には大勢

のクルーの力があることを今後忘れないでいたい

と思います。

（当社船員親睦団体の機関誌「潮誌」より抜粋）



５
日
海洋・沿岸域政策懇談会（座長：栗林忠男・

慶應義塾大学名誉教授）の第４回会合が開催

された。

９
日
「港湾手続の統一化・簡素化に関する官民合同

検討会」の第２回会合が開催された。

１０
日
当協会は、海事振興連盟「長崎タウンミーテ

ィング」に参画し、トン数標準税制の導入な

どについて意見交換を行った。

（Ｐ．１８囲み記事参照）

１２
〜
１３
日

アジア諸国が船員を取り巻く諸問題について

国際的な取り組みを検討する「アジア地域に

おける船員の資質向上のための専門家会合」

が東京にて開催された。当協会はわが国外航

海運企業の現状と、外国人船員の育成の取り

組みについてプレゼンテーションを行った。

１５
日
自民党の政務調査会「海運・造船対策特別委

員会（委員長：村上誠一郎衆議院議員）」およ

び自民党の国会議員で構成する「海事立国推

進議員連盟（会長：衛藤征士郎衆議院議員）」

の合同部会が開催され、トン数標準税制に関

する決議が採択された。同決議は冬柴国土交

通大臣、額賀財務大臣および増田総務大臣に

提出された。（本誌２００８年１月号に掲載の予定）

１６
日
交通政策審議会海事分科会国際海上輸送部会

（部会長：杉山武彦・一橋大学学長）の第７

回会合が開催された。

２０
〜
２１
日

ASFシッピング・エコノミックス・レビュー

委員会（SERC）第２０回中間会合が台北にて開

催された。（Ｐ．６海運ニュース参照）

２１
日
交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフ

ラ部会（部会長：杉山雅洋・早稲田大学大学

院商学学術院教授）の第７回会合が開催され

た。

２６
日
コンテナ・シッピング・フォーラム（主催：

日本海事新聞社、協力：当協会・日本荷主協

会、後援：国土交通省）が東京にて開催され

た。（Ｐ．２０囲み記事参照）

２７
日
超党派の国会議員等で構成する「海事振興連

盟（会長：中馬弘毅衆議院議員）」の会合が開

催され、トン数税制に関する決議が採択され

た。（本誌２００８年１月号に掲載の予定）

２９
日
超党派の国会議員からなる「海洋基本法フォ

ローアップ研究会（座長：石破茂衆議院議員）」

の第２回会合が開催され、政府が現在策定中

の海洋基本計画について意見交換がなされた。

当協会から中本理事長が出席し、トン数標準

税制につき説明の上、導入を要望した。

２９
日
交通政策審議会海事分科会（会長：馬田一・

日本鉄鋼連盟会長）の第１４回会合が開催され、

新たな船舶交通政策のあり方について審議が

なされた。

２９
日
交通政策審議会港湾分科会（分科会長：黒田

勝彦・神戸大学名誉教授）の第２７回会合が開

催され、スーパー中枢港湾政策の進展状況等

について報告がなされた。

３０
日

IMO第２５回総会（１１�１９～３０、ロンドンにて
開催）において、「ソマリア沖における海賊及

び武装強盗に関する総会決議」、「バラスト水

管理条約の適用に関する総会決議」などが採

択された。

３０
日

ASF航行安全・環境委員会（SNEC）第１４回中

間会合がタイのバンコクにて開催された。

（Ｐ．１０海運ニュース参照）

２２００００７７年年
1111月月
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１１月の定例理事会の模様

（１１月２８日 日本船主協会役員会議室にて開催）

政策委員会

１．トン数標準税制関連

２．ASFシッピング・エコノミックス・レビュー・

コミッティーの模様

３．外航日本人船員（海技者）確保・育成スキー

ム（第１期生）について

４．独禁法をめぐる最近の動き

� 海事分科会 国際海上輸送部会の模様

� EUガイドライン

５．独立行政法人 航海訓練所の整理合理化関連

労政委員会

１．２００８年�２００９年 IBF協約改定交渉について

海上安全・環境委員会

１．日本経団連・環境自主行動計画フォローアップ

内航部会

１．船舶燃料油価格の高騰問題

２．海事振興連盟『長崎タウンミーティング』の

模様

公布法令（１１月）

� 港湾労働法施行令の一部を改正する政令（政

令第３４５号、平成１９年１１月２８日公布、平成１９年１２

月１日施行）

� 港則法施行規則の一部を改正する省令（国土

交通省令第９１号、平成１９年１１月３０日公布、平成

１９年１２月１日施行）

陳情書・要望書等（１１月）

提出日：１１月１４日

宛 先：冬柴鐵三 国土交通大臣、松島みどり

国土交通副大臣

件 名：船舶用燃料油価格の高騰に関する要望書

要 旨：当協会・日本内航海運組合総連合会、日

本長距離フェリー協会は、三団体会長の

連名により、内航船舶用燃料油価格の高

騰問題に対する理解と支援を求めた。

（Ｐ．１４囲み記事参照）

国際会議の予定（１月）

会議名：IMO第５２回防火小委員会（FP）

日 程：１月１４日～１８日

場 所：ロンドン

会議名：IMO第３回シップリサイクル作業部会中

間会合

日 程：１月２１日～２５日

場 所：ナント（フランス）

船船協協だだよよりり
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年１１月
１２

２００７年１月
２
３
４
５
６
７
８
９
１０

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２
７５，２５６

６，６３１
６，９６０
５，９５３
６，４１８
７，５１３
６，６３３
６，５６５
７，２８４
７，０６３
７，０２８
７，２７０
７，５０７

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１
６７，１６４

５，７２１
５，８４７
５，９５７
５，４４３
５，８８５
５，７１２
６，１８２
６，０６４
６，４０２
６，２９５
５，６３６
６，４９９

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２
８，０９２

９０９
１，１１３
▲ ３
９７５

１，６２８
９２１
３８３

１，２２０
６６１
７３４

１，６３４
１，００８

９．６
２．６
８．６
４．７
１２．１
７．３
１４．６

１２．１
９．８
１９．０
９．７
１０．３
８．２
１５．１
１６．２
１１．８
１４．５
６．５
１３．８

１６．８
１２．３
１６．１
５．１
１０．９
１５．６
１６．１

７．６
７．７
１０．３
１０．２
０．２
３．５
１５．６
１０．８
１７．１
５．８

▲３．２
８．６

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年１２月
２００７年１月

２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６
１１６．３０

１１７．３０
１２０．６０
１２０．４５
１１７．２８
１１８．８３
１２０．７３
１２２．６２
１２１．５９
１１６．７２
１１５．０２
１１５．７４
１１１．２６

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５
１０９．５０

１１４．８７
１１８．３７
１１８．４８
１１５．６０
１１７．７７
１１９．５５
１２０．９４
１１８．５２
１１２．４０
１１３．２０
１１３．８０
１０８．２５

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５
１１９．５１

１１９．０３
１２１．９９
１２１．４８
１１８．３０
１１９．６０
１２１．７０
１２３．９５
１２３．６３
１１９．６８
１１５．９８
１１７．６８
１１５．３３

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００７ ３
４
５
６
７
８
９
１０
１１

１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７６，８４７
８４，５１５

６，２２１
４，２１８
５，５６０
１０，０７０
７，４７９
４，１７２
４，４５２
２，６８２
８，６９２

３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５
６４４

０
０
７０
０
０
０
０
０

２００

１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７４，７０２
８３，８７１

６，２２１
４，２１８
５，４９０
１０，０７０
７，４７９
４，１７２
４，４５２
２，６８２
８，６９２

５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６
２２，８３２

２，４１０
１，２４０
１，７９０
３，３８０
１，８１８
１，５１５
８８５
５５７

２，５６７

１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０
３，９６９

０
１４８
３５０
１８９
１８１
１６７
２５６
４３５
２４７

７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２
２９３

０
０
０
０
０
０
０
０
０

７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
４１，５５２
５６，４８２

３，８０５
２，８３０
３，３５０
６，４８３
５，４８０
２，４６０
３，３１１
１，６５３
５，６７８

４７２
４４２
２４８
５９６
２４７
７３

０
０
０
０
０
０
０
０
０

９７８
１，０５４
４３８
６９０
３３１
２８２

６
０
０
１８
０
３０
０
３６
１

９１４
２４９
１７２
１０８
８６
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６
３３６，４９４

２２，０９３
１９，９２５
２３，４０２
２６，３７５
２８，７１０
２０，８４８
２５，８０５
２１，１３５
３１，３９５

３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４
１０９，２０３

１５，１５５
１４，４０６
９，４７９
８，８１９
１４，１６６
１０，５３３
１３，３１０
１１，４５０
９，９８１

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。 �品目別はシングルものの合計。 �年別は暦年。

海運統計
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４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００５ ２００６ ２００７ ２００５ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００
７１．００ ６７．５０
７２．５０ ６０．００
６５．００ ５１．２５

７５．００ ４７．５０
６５．００ ４５．００
９０．００ ６５．００
５０．００

８８．５０ ６２．５０
７０．００ ６３．７５

６７．５０ ５６．００
６６．７５ ５６．００
５７．５０ ５２．５０

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００
８９．５０ ６５．００
７０．００ ６０．００
６０．００ ４８．２５

５７．５０ ４５．００
５９．００ ４７．５０
８０．００ ５４．００
５５．００ ４０．００
７２．５０ ６０．００
７０．００ ５０．００

５０．００ ４２．５０
４７．５０ ４５．００
５０．００ ４０．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００６ ２００７ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―
―

５０．５０ ５０．２５
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。 �グラフの値はいずれも最高値。
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 石炭 
（オーストラリア／西欧） 

鉄鉱石（ブラジル／西欧） 
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Handy

Clean

石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００６ ２００７ ２００６ ２００７ ２００６ ２００７

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８．４５ １６．２０
―
―
―
―
―

―
―
―

２５．５０
３１．００
３３．００

２６．５０
―

３１．８０ ３０．５０
―
―

２７．７５

―
５０．００
―

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５
３７．００ ３１．００
３６．００ ２８．５０
３４．２５ ２９．００
３３．００ ２９．５０
３４．４５ ３１．５０

３８．００ ２６．５０
４０．２５ ３８．００
４８．３０ ３９．００
５２．００ ４４．００
５５．００ ５１．００
５４．００ ４０．７５

５３．５０ ２７．５０
６６．００ ５９．５０
７５．００ ６６．００

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０
１３．１０

２０．２５ １７．９０
１７．５０ １３．４５
１９．００ １５．５０
２１．００ ２０．５０

２１．５０ １６．７５
２４．７５ ２４．５０

―
２９．２５

３１．００ ２７．３０
２９．１０ ２８．６０

３０．００ ２４．１０
３２．８０ ２８．００

３０．１０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００５ ２００６ ２００７
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９
８７
７４
６６

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９
１４７
１１８
１３６

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０
１９０
１３３
１８９

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２
２１３
１９９
２１０

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４
２１７
１９４
２５１

６３
６５
８１
６３
７９
６３

５９
５２
５１
５７

１２４
１１６
１１２
１２２
１０８
１１０

９１
８５
７７
１０４

１８７
１５９
１４５
１４５
１６１
１１３

１２８
９７
１０２
１３４

２０９
２３７
２２０
２２９
２３５
２１１

２１６
１８５
１７０
１８０

２１９
２２６
２８２
２６４
２４４
２４２

２０８
１７４
１５８
１７０

平均 １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９ ９３．３ １４１．３ １６３．９ ２２７．７ ２４７．４
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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3.5万以上 
5万未満 

5万以上 
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用船料指数 係船船腹

９．係船船腹量の推移

月次
２００５ ２００６ ２００７

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１
１５２
１５０
１５１

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７
６４９
６２３
６２３

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８
６８２
６８９
６４０

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２
３２
３４
３４

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２
１０２
１３５
１３５

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１
１５１
２０５
２０５

１５１
１５２
１５８
１５４
１５１
１５１

１４９
１４６
１５３
１７７
１８８

６２３
６４２
６７７
６４４
６１０
６０６

６０３
５９３
６５０
７７１
８０１

６４０
６４２
６７２
６２５
６０２
６００

５９５
５８１
６６５
８１２
７８２

３４
３４
３４
３４
３４
３５

３５
３３
３３
３８
３７

１３５
１３５
１２５
１２６
１２６
１２８

１２８
１０４
１０４
１１４
１１０

２０５
１８９
１８９
１９０
１９０
１９１

１９１
１５０
１５０
１６５
１６０

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００４ ２００５ ２００６ ２００７

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８
５２２
４９３
５９４

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３
４，１２１
４，３１８

０
０
０
０
４７９
０

０
０
０
６９７

６８９
５２７
５８１
６２３
７３０
６２４

８１７
８３７
９０５
９８５

５２５
５３６
５９７
６９３
８４０
７８３

７８５
８６１

１，００３
１，１４０

６６０
６５３
７５０
７５６
９５５
９２６

１，１０９
１，０９１
１，３００
１，６０２

６７０
６９０
７６５
８９１

１，０２５
８３９

９０５
１，０３４
１，３８９
１，６７８

６３２
５７７
６４４
７０７
７１２
７５９

８７５
９２０

１，０７８
１，０４４

４，７６２
４，３６６
５，１７２
５，７８２
６，５２１
５，６７２

６，６０１
７，２８９
８，６１９
１０，９４４
１０，６４７

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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この年末年始は久しぶりに日本で迎える。２００３
年に米国へ転勤になり、今年の４月に帰国したの
で、四年ぶりである。その四年間に二回NYマラソ
ンを走った。今年から始まった東京マラソンが模
範としているマラソンで、NY市の五つの区 Bor-
ough、即ちスタテン島、ブルックリン、クィーンズ、
マンハッタン、サウスブロンクスを走り抜けるレ
ースである。エリートランナーだけでなく、世界
中から大勢（昨年は約６０ヶ国、約３万８千人）の
市民ランナーが参加する一方、レース側のスタッ
フも大半はボランティアの一般市民であり、沿道
を埋め尽くす数十万の観客も併せて、文字通り市
民の一大祭典となっている。
レースはスタテン島とブルックリンを結ぶベラ

ザノ橋をスタートに、諸外国からの移民街が散在
するブルックリン、クィーンズを北上した後、ク
ィーンズボロー橋を渡って有名なマンハッタンへ
入る。そして大勢の観客がひしめく一番街を北上
してサウスブロンクス（ヤンキーススタジアムの
ある区）へ抜けた後、再びマンハッタンへ戻って
五番街を南下し、セントラルパークがゴールと云

う贅沢なレースである。
そのレースを２００５年、２００６年と走ったのであるが、
タイムは夫々３時間５７分５９秒、３時間５８分３５秒であ
った。市民ランナーのことであるので、４時間を
切れば御の字であり、大満足のタイムである。一
年で３６秒タイムが悪化したのも経年劣化の愛嬌と
云うべきか、鏡に映っている自分の白髪頭を見れ
ば大納得であった。その余韻が日本に帰国後も醒
めやらず、前述した東京マラソンの第二回（来年
２月１７日）を走ることになっている。
このNYマラソンが毎年１１月の最初の日曜日に開
催された後、米国は Thanksgiving、クリスマスと
一年で最も華やかな時期を迎え、年末が暮れてゆ
く。そうした時の流れに慣れ親しんでしまったせ
いか、米国の年末年始にちょっぴり郷愁にも似た
感情を抱きつつ、久しぶりの日本の年末年始をじ
っくり味わおうと思っている今日この頃である。

日本郵船株式会社 調査グループ
グループ長代理兼調査チーム長 宮本 佳亮

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ次長 裏 啓史

飯 野 海 運 総務グループ 広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部課長代理 酒矢 雅久

川 崎 汽 船 IR�広報グループ 情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ グループ長代理兼調査チーム長 宮本 佳亮

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ 総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

常務理事兼企画部長 園田 裕一

企画部政策担当部長 清野 鉄弥

海務部労政担当リーダー 山脇 俊介

編 集 後 記
師走の何かと慌しいなか、今年もまもな

く暮れていきます。年末、年始、年度末と
いつも様々なイベントとともにいつの間に
やら過ぎ去っていくこの季節ですが、一つ
一つ確実に、地に脚をつけて過ごして行き
たいものです。
本年も「せんきょう」をご覧頂きまして

ありがとうございました。来年もどうぞ宜
しくお願い申し上げます。

（MN）
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編集雑感
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■巻頭言 1
「里山から、里海へ」
日本船主協会 副会長 株式会社商船三井 代表取締役社長�芦田昭充

■特別欄 2
２００７年の海運界を振り返って
株式会社商船三井 営業調査室室長代理�臼井潔人

■２００７年 海運界１０大ニュース 4

■海運ニュース 6
国際会議レポート 6
１．燃料油高騰などコスト増要因に重大な懸念、
タンカー市況上昇の可能性にも留意
―アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）
第２０回中間会合の模様―

２．バラスト水管理条約の２００９～１０年建造船の扱いに懸念
―アジア船主フォーラム（ASF）航行安全・環境委員会（SNEC）第１４回中間会合の模様―

内外情報 11
１．外国人船員の労働協約改定交渉が妥結
―２００８年�２００９年 IBF協約改定交渉の模様―
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